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株 式 会 社 建 設 技 術 研 究 所 

代表取締役社長執行役員 西 村 達 也 
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問合先 取締役常務執行役員管理本部長 松岡利一 

電話 ０３－３６６８－４１２５ 

 

株式会社建設技術研究所 

第 64期(2026年) 第 2四半期決算説明会 書き起こし 

 

説明会開催日時：2026 年 8 月 20 日（木）14:00～14:40 

 

代表取締役社長執行役員 西村達也（以下「西村」）： 

 

西村： 

本日は、第 2 四半期決算報告、期末予想、中期経営計画 2027 の進捗状況と期末に向けた今後の取組みの

順にご説明いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

西村： 

第 2 四半期のポイントとなります。 

受注高は、前年同期並みで順調、 

売上高は、前年同期比 8.3％増で好調、 

営業利益は、10.7％増と好調に推移しました。 

通期につきましては、期首計画どおり、増収増益を見込んでおります。 

株主還元につきましては、7 月 30 日に公表しましたとおり、 

配当金は、株主への利益還元の一層の充実を目的に、32 円増配し 110 円の予想に、 

また、成長投資の進捗や資本効率等を総合的に勘案し、30 億円を上限とする自己株式の取得を実施いた

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

西村： 

こちらは連結の第 2 四半期決算ハイライトです。 

受注高は、610 億 53 百万円で前年同期比 0.2％増、 

売上高は、550 億 3 百万円で 8.3％増となりました。 

営業利益は、66 億 17 百万円で 10.7％増、 

受注高は、一部子会社で当初想定を下回るところがあるものの、全体では前期並みに推移しています。 

売上高は、前期好調だった受注を背景に、業務の順調な進捗により前年同期を上回りました。 

また、営業利益は、上半期を通じて原価率の改善が進み、前年同期を上回る利益水準を確保するととも

に、通期計画に対しても順調に進捗しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

西村： 

次に、通期計画に対する進捗です。 

受注高は 58.1％、売上高は 52.4％、営業利益は 63.0％、親会社株主に帰属する中間純利益は 63.3％とな

りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

西村： 

こちらは第 2 四半期の受注高、売上高、営業利益、営業利益率の推移です。 

いずれの数値も前年同期を上回っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

西村： 

こちらは連結損益計算書の概要となります。 

先ほどからのご説明のとおり、受注高、売上高、営業利益、営業利益率のすべてが前年同期を上回りまし

た。 

 

 

 



 

西村： 

こちらは連結の貸借対照表となります。 

2026 年 6 月末の総資産は 994 億円となり、昨年 2025 年 12 月末から 31 億円増加しました。 

主な要因は現金及び預金の 167 億円増加などによります。 

純資産は利益剰余金の 23 億円増加などにより 15 億円増加しました。 

自己資本比率は 0.7 ポイント低下し、68.4％となっています。 

 



 

西村： 

次にセグメント別にご説明いたします。まずは国内建設コンサルティング事業についてです。 

受注高は、438 億 68 百万円で前年同期比 4.9％増、 

売上高は、377 億 26 百万円で 5.3％増、 

営業利益は、62 億 99 百万円で 6.1％増となりました。 

国土交通省からの受注が好調で、売上高・営業利益も前期の受注好調を背景に順調に推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 



  

西村： 

こちらは国内建設コンサルティング事業の受注状況となります。 

左のグラフは、発注者別の受注高を示しております。 

国土交通省を中心とする国からの受注が好調で、構成比は前年同期から 5 ポイント上昇しました。 

民間等も前年同期から 2 ポイント上昇しています。 

右の契約方式別の受注高では、プロポーザルと総合評価を合わせた技術競争による受注が過半を占める

傾向が続いており、前年同期から 1 ポイント上昇しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



西村： 

こちらは、事業部門別の受注高の状況です。 

流域・国土事業部門は、147 億 79 百万円、 

交通・都市事業部門は、135 億 10 百万円、 

環境・社会事業部門は、110 億 21 百万円と好調です。 

また、成長分野に位置づけている建設マネジメント事業部門は 45 億 56 百万円で、ほぼ前期並みとなっ

ています。 

 

 

 

 

 

 



 

西村： 

ここで、国内建設コンサルティング事業のトピックスをご紹介します。 

ひとつめは、淀川大堰閘門（よどがわおおぜきこうもん）事業です。 

淀川で途絶えていた舟運（しゅううん）を再生する国家プロジェクトで、 

国内最大級の閘室（こうしつ）を有する閘門を大阪・関西万博前の供用開始という厳しい条件のもとで整

備しました。 

当社は調査・計画から各種設計、施工計画、CM まで幅広く担い、事業全体のメインコンサルとして

BIM/CIM 等の DX も活用しました。 

本事業は令和 7 年度土木学会賞技術賞と CM 選奨 2026 を受賞しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

西村： 

続いて、新東名高速道路の新皆瀬川橋です。 

急峻な山岳地帯で皆瀬川を渡る大規模橋梁で、土石流などの自然災害リスクへの対応が求められる事業

です。 

当社は橋梁だけでなく、道路・擁壁、砂防施設、仮設道路や施工計画まで一体で検討し、周辺インフラ全

体を最適化しました。 

関連する設計・調査業務を横断的に調整し、円滑な事業推進を実現した案件で、令和 7 年度土木学会田

中賞を受賞しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

西村： 

こちらは、双葉町駅東地区公設商業施設整備事業です。 

福島第一原発事故後の復興を進める双葉町で、住民帰還や地域コミュニティの再生を支える駅前商業施

設を整備しました。 

当社は基本構想・基本計画から土木設計、工事監理、発注者支援まで一貫して支援しています。 

大屋根ひろばなどが駅前のにぎわい創出と本格的な復興スタートのシンボルとなった点が評価され、令

和 7 年度全建賞を受賞しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

西村： 

それでは次に、海外建設コンサルティング事業についてご説明いたします。 

受注高は、171 億 85 百万円で前年同期比 10.0％減となりましたが、これは大型案件の受注があった前年

同期との比較であり、当初想定に対しては堅調に推移しています。 

売上高は、172 億 77 百万円で 15.4％増、営業利益は 3 億 20 百万円で大幅増となりました。 

Waterman が牽引し、売上高・営業利益とも順調に推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

西村： 

こちらは、海外建設コンサルティング事業の受注高推移と受注残高推移を示しています。 

建設技研インターナショナルは、発注件数の減少や営業案件の期ずれにより苦戦していますが、 

受注残高は前期並みを確保しています。 

また Waterman は、イギリスでインフレや金利がひと段落し、政権交代により遅れていた 

公共事業関係費の執行が進み始めたことから、好調に推移しています。 

 

 

 

 

 

 



 

西村： 

海外建設コンサルティング事業のトピックスをご紹介いたします。 

建設技研インターナショナルによるマダガスカル首都圏の交通インフラ整備支援についてです。 

首都アンタナナリボの交通渋滞緩和を目的とする中環状道路整備計画で、 

JICA による円借款供与の検討に向けたフィージビリティ調査を実施しています。 

CTI グループは 2016 年以降、同地域の都市開発・交通インフラ開発計画に継続的に参画し、 

マスタープラン策定から事業化検討まで一貫して支援しています。 

本案件は、関係者との協議を継続しながら調査を実施中の段階です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

西村： 

こちらは、アイルランドにあります Waterman グループである Waterman Moylan が手掛けたダブリン中

心部の大型複合開発案件となります。 

本案件は、商業施設、住宅、地下施設を一体整備する都市再生プロジェクトで、 

Waterman Moylan は土木・構造エンジニアリングを担当し、コンセプト設計から施工、引渡しまで一貫

して参画しました。 

都市中心部の厳しい条件下で高度な構造技術を活用した点が評価され、 

アイルランドコンサルティングエンジニア協会（Association of Consulting Engineers of Ireland）が主催

する、優れたエンジニアリングや建設プロジェクトを称える年次表彰式ACEI Awards 2026の「Innovation 

- Large Project」を受賞しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



西村： 

続いて、第 64 期、2026 年の期末予想についてご説明いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

西村： 

2026 年の経営計画です。連結・個別ともに増収増益の計画に変更はありません。 

のちほどご説明いたしますが、配当金を、期首 78 円としていましたが 110 円に修正しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

西村： 

期末配当予想については、7 月 30 日に公表しましたとおり、一株当たりの配当を 110 円に修正いたしま

した。 

修正の理由ですが、当社は、中期経営計画 2027 において配当性向 30％以上を目安とした株主への利益

還元を基本方針としています。 

現在までの当期の業績動向と財務状況等を総合的に勘案した結果、株主への利益還元の一層の充実を図

るため、期末配当予想の修正を決議いたしました。   

修正の結果、期末配当性向は 42.7%、一株当たり純利益 EPS は 257.41 円、EPS の対前年成長率は 20%

となる予想です。 

 

 

 



西村： 

続いて、同日に公表した自己株式の取得についてご説明いたします。 

今回の自己株式の取得は、資本コストや株価を意識した経営を推進し、資本効率の向上を図るとともに、 

中期経営計画 2027 で掲げる方針である「成長投資の進捗を踏まえた株主還元の実施」に基づき、 

株主還元の充実を目的として実施します。 

取得期間は 2026 年 8 月 14 日から 2027 年 4 月 30 日まで、 

取得上限金額は 30 億円、上限株式数は 120 万株です。 

 

 

 

 



 

西村： 

最後に、中期経営計画 2027 の進捗状況と、期末に向けた今後の取組みについてご説明します。 

 

 

 

 



 

西村： 

事業ポートフォリオの変革についてです。 

コア事業、成長分野、新規事業のいずれも、前年同期比で売上高が上昇しております。 

コア事業は、国土交通省発注の業務を主軸として堅調に推移し、売上高は前年同期比 104%の 293 億円

となりました。 

成長分野は、情報提供サービス事業や、CM/PM 事業が堅調に進捗し、売上高は前年同期比 107%の 68

億円となりました。 

新規事業は、Water-PPP や PFI 業務が成長し、前年同期比 129%の 13 億円となりました。 

 

 

 

 

 

 

 



 
西村； 

続いて、成長基盤の再構築です。 

人的資本の投資強化については、 

技術者数の増加状況は、単体では第 2 四半期時点で 1,854 人となりました。 

今期第２四半期では 102 名増員し、2027 年の 1,940 人目標に向かって順調に増加しております。 

DX／生産システム改革の指標としている労働時間は、 

わずかではありますが、昨年よりも減少しております。 

人的資本投下に対する生産性を示す HC-ROI は、前年同期比で 4.3%向上し、少しずつ業務効率化が進捗

しております。 

国土交通省からの業務表彰数は、昨年から増加し、79 件となりました。 

重大事故・ミスは、昨年残念ながら 2 件発生しましたが、今年は第 2 四半期時点で 0 件です。 

 

 

 

 



 

西村： 

それでは最後に、期末に向けた今後の取組みについてご説明いたします。 

国内建設コンサルティング事業では、事業ポートフォリオ変革をさらに加速し、成長分野の受注拡大と

市場地位の確立を進めます。 

あわせて、AI の利活用やミスリスクアセスメントによる品質確保と重大ミスの防止に取り組むとともに 

非生産作業の削減による販管費率の低減を図ります。 

海外建設コンサルティング事業では、確実な受注確保による稼働率向上とそれによる収益性向上・販管

費率の低減を進めます。 

さらに建設技研インターナショナルは、営業案件の確実な受注と提携会社との連携強化による受注拡大、 

また Waterman は、英国コンサルティング事業の構造改革と公共事業動向に応じた技術者派遣事業の拡

大を推進します。 

人的資本投資と DX・生産システム改革では、フレックスタイム制導入など、柔軟な働き方のできる制度

の拡充によるエンゲージメント向上、研修等を通じた人材育成、さらには AI 基盤ツールの業務工程・業

務管理への組込みを進め、生産性と品質の向上を図ってまいります。 

 

 

 

 

 



 

西村： 

以上で説明を終わります。 

ご清聴ありがとうございました。 

 


